
予算要求資料
平成29年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名　成長産業支援試験研究機器整備事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　商工労働部　産業技術課　技術支援係　電話番号：058-272-1111（内　3049）

　　　　　　　E-mail： c11352@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　 　　　　49,680千円（前年度予算額： 49,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	49,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	49,000

	要求額
	49,680
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	49,680

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・国の戦略市場創造プランや岐阜県成長・雇用戦略において、成長が期待される航空・宇宙、医療・福祉機器、食料品、医薬品、次世代エネルギー等の研究開発を行っている企業に対する高度な技術的支援が必要となる。

・すでに成長分野へのアプローチとして、航空機・次世代自動車向けのプロジェクト（成長産業プロジェクト）、医療・福祉機器向けのプロジェクト（ヘルスケア機器開発プロジェクト）を実施している。

・研究段階から実用化段階へ移行する際に、安全性・安定性の実証、量産化に伴う問題解決等で必要な実験設備および分析装置の導入が、県内中小企業にとっては大きな障害となっている。
（２）事業内容

・県内企業が成長産業分野に参入していくための高度な試験研究設備を試験研究機関へ設置し、依頼試験あるいは開放機器として利用可能にすることで、研究段階から実用化段階への移行を支援する。

・工業系試験研究機関の再編に合わせ、継続的な機能強化を図るため試験研究設備を設置することで成長分野の製品開発・試験環境、人材育成環境を整備する。

・研究の進捗には、バラツキがあることから予算要求時期に整備計画を見直し、実用化段階に近いテーマで必要な機器を優先して導入する。

・平成２９年度は、炭素繊維複合材料などの分析に優れた「顕微レーザーラマン分光分析装置」に追加のレーザーを装備させることで、詳細な分析を可能とし、同時に炭素繊維材料の基となる織物を試作することを可能とする「炭素繊維用小幅サンプル織機」を導入し、企業における炭素繊維材料の実用化・商品開発を支援する。
（３）県負担・補助率の考え方

・本事業は、県内中小企業での新製品開発において、必須となる機器でありながら、予算・人材等の不足から購入することができない機器を利用可能とすることで、ブレイクスルーを狙うもので、公益性が非常に高いことから県が主導して実施することが妥当であると考えられる。
（４）類似事業の有無
・無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	備品購入費
	49,680
	研究備品の購入

	合計
	49,680
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	県内企業が成長産業分野に参入していくための、高度な試験研究設備を県が試験研究機関へ設置し、依頼試験あるいは開放機器として利用可能にすることで、研究段階から実用化段階への移行を支援する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	機器利用の推進

※機器合計利用件数
	0
（H26）
	（H25）
	（H26）
	30
（H27）
	2670
（H31）
	1％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・酒や食品分野における香りや異臭の分析を行うための「香気成分分析システム」を産業技術センターへ導入し、香り及び機能性材料の研究を促進した。また、「レーザー加工機」を生活技術研究所へ導入することで、ヘルスケア分野における家具の試作サイクルが短くなり、新たな製品開発を支援した。


（前年度の成果）

	・産業技術センターおよび、生活技術研究所に導入された機器を利用して機器利用に関する研修事業を行った。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

〇
	国の戦略市場創造プランや岐阜県成長・雇用戦略において、成長が期待される分野で研究開発を行っている企業に対する高度な技術的支援が必要である。

研究開発において研究段階から実用化段階へ移行する際に必要な、データ取りや分析を行うための実験設備および分析装置は非常に高価であり、経済基盤の弱い中小企業にとって参入への障害となっていることから、当事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
〇


	導入された「香気成分分析システム」および「レーザー加工機」は、企業等からの依頼試験や機器利用等の要望が高いことから、有効性が高く支援に対しても即効性があると期待できる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

〇

	事業については、企業ニーズを取り入れつつ研究所内で協議を重ね、最適な構成の装置を入札によって当初の予定価格よりも安価で導入できたことから、効率性は図られている。


（今後の課題）

	整備計画にとらわれることなく、その時々の成長産業分野の企業からのニーズを取り入れ、最適と思われる装置の整備が必要。



（次年度の方向性）
	有識者ヒアリングや業界からの相談・要望から得られたニーズに基づき、実用化に最も近い分野に重点的に支援を行い、整備計画を随時見直すことが必要。



